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2018年８月27日 

各  位 

住 所 神戸市東灘区向洋町西５丁目９番 

会 社 名 株式会社トーホー 

（ｺｰﾄﾞ番号:8142 東証第１部、福証） 

代 表 者 代表取締役社長  古賀 裕之

問合せ先 取締役 広報・IR室担当 佐藤 敏明

 TEL（078）845-2523 

 

 

当社連結子会社間の合併及び商号変更に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社のシンガポールにおける連結子会社である Marukawa 

Trading(S)Pte. Ltd.（Managing Director：西野昌浩、以下「マルカワ」という）、Tomo-Ya Japanese 

Food Trading Pte. Ltd.（Director：Yap Chee Leong、以下「トモヤ」という）、Shimaya Trading Pte. 

Ltd.（Director：Heng Thong Meng、以下「シマヤ」という）の合併、及び存続会社の商号変更につい

て決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は当社連結子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

１．合併の目的 

  当社は、シンガポールにおける日本食の食材等の業務用食品卸売事業を、マルカワ（2015 年 12

月グループ入り）、トモヤ（2017年１月グループ入り）、シマヤ（2017年 11月グループ入り）と３

期連続で子会社化し、３社体制で展開してまいりましたが、３社を合併することで経営効率性を高

め、同国における事業力の更なる強化を図るものであります。 

 

２．合併の要旨 

 （１）合併の日程 

    合併承認取締役会（当社）    2018年８月27日 

    合併期日（効力発生日）     2019年８月１日（予定） 

  

（２）合併の方式 

     シマヤを存続会社とする吸収合併方式で、マルカワ及びトモヤの２社は解散いたします。 

 

 （３）合併に係る割当の内容 

     本合併は、当社連結子会社間の合併であるため、株式その他金銭等の割当てはありません。 

 

 （４）消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

     該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要（2017年 12月 31日現在） 

 存続会社 消滅会社 消滅会社 

（１） 商 号 
Shimaya Trading 

Pte. Ltd. 

Marukawa Trading 

(S)Pte. Ltd. 

Tomo-Ya Japanese 

Food Trading Pte. Ltd.

（２） 本店所在地 
36 WoodLands Terrace 

Singapore 

48 Mactaggart Road #01-01

Mae Industrial Building 

Singapore 

20 Bukit Batok Crescent

#13-26 Enterprise 

Centre Singapore 

（３） 代 表 者 
Director 

Heng Thong Meng 

Managing Director 

西野 昌浩 

Director 

Yap Chee Leong 

（４） 事 業 内 容 
日本食の食材等の 

業務用食品卸売事業 

日本食の食材等の 

業務用食品卸売事業 

日本食の食材等の 

業務用食品卸売事業 

（５） 資 本 金 44百万円 16百万円 ８百万円 

（６） 設立年月日 1990年４月５日 2011年 12月３日 2003年８月21日 

（７） 決 算 期 12月 31日 12月 31日 12月 31日 

（８） 
大株主及び 

持 株 比 率 

株式会社トーホー 

100％ 

株式会社トーホー 

100％ 

株式会社トーホー 

100％ 

（９） 直近事業年度の経営成績及び財政状態（2017年 12月期）              

 純 資 産 467百万円 366百万円 466百万円

 総 資 産 573百万円 413百万円 507百万円

 売 上 高 936百万円 796百万円 510百万円

 当 期 純 利 益 49百万円 72百万円 55百万円

※（５）（９）は１シンガポールドル当たり81.2円で換算しています。 

※（９）は百万円未満を切り捨てて記載しております。また、トモヤは決算期変更のため９ヵ月決算

で記載しております。 

 

４．合併後の状況（予定） 

  ・本合併の効力発生後、存続会社の商号を「TOHO Singapore Pte. Ltd.」に変更する予定です。 

  ・本合併による事業内容、決算期、大株主及び持株比率の変更はありません。 

  ・本店所在地及び代表者、資本金については、現時点では未定であります。 

 

５．業績に与える影響 

  本合併は、当社連結子会社間の合併であり、連結業績へ与える影響は軽微であります。 

以上 


